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株式評価 国税庁が新たな評価方法案を提示
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国税庁より新たな株式評価の案が示されたようです。それによると、
【一般の事業会社】
(①簿価純資産価額+②数年分の超過収益(通常利益を上回る利益))×一定の係数
【特定の評価会社（収益力を基礎とした評価になじまない一定の会社。範囲未定）】
純資産価額方式をベースに評価方法を検討
の2つを軸として検討がされているようでございます。

こんにちは！お盆が過ぎても毎日暑く、いかがお過ごしでしょうか。
私は先日、お盆休みを生かして「しまなみ海道」へサイクリングへ行ってきまし
た！初めて行ったのですが天気も良く、景色も綺麗でなかなかのいい時間を過ごさ
せて頂きました。
1日サイクリングをした後の楽しみといったら、当然キンキンに冷えたビールです
（笑）。宿泊先は海沿いだったのですが、疲れた身体に夕暮れを見ながら飲むビー
ルは本当に最高でした。

一般の事業会社案

従来の評価方法からは大きく変わる見込みのため、今後の事業承継に一定の影響を与え
るものと考えられます。また、従来の純資産価額をベースに検討される「特定の評価会
社」の範囲も影響が大きく、範囲に含まれるか否かで株価が大きく変わる可能性がある
ため、今後注視が必要と思われます。また、続報があればご報告させて頂きます。
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【国税庁案】
（①簿価純資産価額 + ②数年分の超過収益（通常利益を上回る利益） ）×一定の係数

【国税庁資料（第5回有識者会議資料（R8.8.20）を抜粋）】

【解消できる課題】
・会社規模に関わらず単一の評価方式へ ・「リース」や「退職金」など利
益を圧縮して株価を下げる手法を除外へ（非経常的費用は計算から排除）

特定の評価会社案
・一般の事業会社については継続企業を前提とした上記の評価方法を検討。一方、収益力を基礎
とした評価になじまない一定の会社については「特定の評価会社」として位置付けるべき
・「特定の評価会社」は純資産価額方式をベースに評価方法を検討してはどうか？
・不動産の評価方法はより簡便的な評価方法の検討がなされるべき
・法人が貸付用不動産を取得した場合の評価はどうすべきか？

【対象会社】具体的な範囲は今後検討される予定ですが、会社資産の多くが不動産や
株式で占められる資産保有会社などを念頭に検討されている可能性が考えられます。


